
地域振興部地域振興課

都城市総合文化ホール指定管理者候補者選定の概要

都城市総合文化ホールの指定管理者については、次のとおり候補となる団体を非公募によ

り選定しました。

なお、選定された団体を指定管理者とする議案が、令和５年１２月議会で可決された場合

には、同団体が指定管理者として、本施設の管理運営にあたることとなります。

１．指定管理者候補者の概要

（１）団体の名称

都城市文化振興財団・舞台事業組合共同事業体

（構成団体）・公益財団法人都城市文化振興財団

・宮崎県音響照明舞台事業協同組合

（２）代表者名

（代表団体） 公益財団法人都城市文化振興財団 理事長 児玉 宏紀

（３）所在地

・公益財団法人都城市文化振興財団 都城市北原町１１０６番地１００

・宮崎県音響照明舞台事業協同組合 宮崎市大字本郷北方２７５３番地５

（４）設立年月日

・公益財団法人都城市文化振興財団 平成１７年２月１日

・宮崎県音響照明舞台事業協同組合 平成９年９月１９日

（５）従業員数

・公益財団法人都城市文化振興財団 ２０名

（職員７名、常勤職員６名、契約職員５名、パートタイム職員２名）

・宮崎県音響照明舞台事業協同組合 組合加入事業所従業員総数１２５名

（うち都城市総合文化ホール常駐６名）

（６）業務内容

・公益財団法人都城市文化振興財団

① 文化振興事業の企画、制作及び実施に関する業務

② 施設等の利用許可に関する業務

③ 利用料金の徴収及び還付等に関する業務

④ 施設の維持管理、保守及び修理に関する業務

⑤ 事業計画書及び収支予算書作成に関する業務

⑥ その他の業務



・宮崎県音響照明舞台事業協同組合

① 文化施設舞台業務等の共同受注

② 文化施設管理運営業務

③ 文化施設で実施される事業の企画制作運営

④ 組合員の取扱う機材等の斡旋

⑤ 組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結

⑥ 組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普

及を図るための教育及び情報の提供

⑦ 組合員の福利厚生に関する事業

２．指定期間

令和６年４月１日 ～ 令和１１年３月３１日（５年間）

３．施設及び業務の概要

（１）施設概要

（２）業務概要

・施設管理に関すること

① 施設等の維持管理、保守及び修繕に関する業務

② 危機管理等に関する業務

③ その他の施設管理に関する業務

・施設運営に関すること

① 文化振興事業（公演鑑賞型事業、普及啓発型事業、地域貢献型事業）の企画、

制作及び実施に関する業務

② 指定管理者の責任において行う自主事業の企画、制作及び実施に関する業務

③ 施設、設備及び備品（以下「施設等」という。）の運用規程策定に関する業務

④ 施設等の利用許可等に関する業務

⑤ 利用料金の設定、徴収、還付等に関する業務

⑥ その他の施設運営に関する業務

施設名及び所在地 施設規模等

都城市総合文化ホール

（都城市北原町１１０６番地１００）

敷地面積：１５，５９０．７㎡

延床面積：１６，６８８．５㎡

（ＲＣ造、一部ＳＲＣ造、一部Ｓ造・地上４

階、地下２階）

都城市総合文化ホール第２駐車場

（都城市栄町４４３４番４、外）
敷地面積：４，６０８．１８㎡

都城市総合文化ホール第４駐車場

（都城市北原町１１０６番地１９）
敷地面積：２，２１９．４１㎡



・その他の業務に関すること

① 事業計画書及び収支予算書の作成に関する業務

② 各種報告書の作成に関する業務

③ 指定管理期間終了に当たっての引継ぎに関する業務

④ 関係機関との連絡調整に関する業務

⑤ その他必要があると認められる業務

４．事業計画の概要

事業計画書概要版のとおり

５．選定結果

（１）非公募により候補者を選定した理由

都城市文化振興財団は、平成２３年度以降、より充実した管理運営を目的に、舞台

事業組合との共同事業体として指定管理に従事し、さまざまな市民を対象とした取

組を積極的、計画的かつバランスよく実施することにより、指定管理者として高度

な経営ノウハウの蓄積とともに、企画運営能力を着実にレベルアップさせている。

本施設が市民の生活文化及び文化芸術の振興を図るとともに、創造的な文化芸術活

動を通じ、心豊かな地域社会の発展に寄与するためには、市がその目的のために出

資し、良好な管理運営を続けている第三セクターに運営を担わせることが最も適当

であると判断できること、また、常に良好な管理運営がなされ、かつ施設利用者の

満足度が十分に達成されていることから、非公募により都城市文化振興財団・舞台

事業組合共同事業体を指定管理者とするものである。

（２）申請書類の審査結果

・住民の平等な利用の確保について

市の管理運営方針及び施設の設置目的を十分理解し、都城市文化振興計画との整合

を図りながら管理運営方針を定めている。また、市民の平等な利用を確保するため、

関係法令、利用ルールの遵守や、様々なメディアを活用した情報提供及び年齢、性

別、障がいの有無にかかわらず誰もが心から楽しめる使いやすい環境づくりのため

のサービスが図られている。

・施設の効用の最大限の発揮について

利用者の利便性を考えた開館時間延長や、セルフモニタリング等により利用者の

ニーズを把握し、施設の運営に反映させる取組の提案がなされている。また、施設

の設備・機能の有効利用、利用実態に即した利用料金の提案、利用者を増やすため

の広報・ＰＲ対策、文化振興事業の具体的な提案等、ハード・ソフト両面から施設

の効用を最大限に発揮させる計画が練られている。



・経済的な管理運営と適正な経費配分について

省エネルギー・省資源の具体的な提案等、環境に配慮した管理運営策が提案されて

いる。また、委託業務については仕様書や契約手法の見直し、地元企業の活用等に

よるコスト削減が図られている。

今後、経年劣化による修繕についても、簡易な修繕については指定管理者や常駐業

者で対応する等、経費削減についての提案がなされており、経済的な管理運営が期

待できる。

・地域に貢献する取組の確保について

市民参加型事業の制作や社会的包摂、地元商店街や観光協会に加盟することによる

まちづくりへの参画、地域の文化団体と連携した公演を実施するなど、文化活動を

通じて、地域社会の絆の維持や強化を図るとともに、共生社会の実現に資すること

を目的とした地域貢献型事業が提案されており、地域への貢献が期待できる。

・管理運営能力について

共同事業体の代表団体である都城市文化振興財団は、平成２４年１月に公益財団法

人の認定を受け、組織としての信頼性を高めており、財務状況は極めて健全である。

また、総合文化ホール開館以来１７年間にわたっての指定管理者としての豊富な実

績に、新たな創意工夫を加えることにより、より充実した事業やサービスの提案が

なされている。

構成団体の舞台事業組合は、現在、県内１０社が加入し、県内の主な９ホールの舞

台技術、運営管理業務、６ホールの舞台機構、設備保守点検業務を受託するなど、

本県の文化芸術を技術的な面から支えており、財務状況は良好で健全な経営が行わ

れている。当ホールの管理運営においても民間企業の考え方やノウハウを活かし、

専門的な立場から、より効率的な管理運営が提案されており、共同事業体としての

相乗効果が期待される。


